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(１) 許可・届出を要しない工事（法定基準） 

法第 12 条第１項又は法第 30 条第１項に基づく許可若しくは法第 27 条に基づく届出を要しな

い工事は、以下のいずれかに該当する工事です。 

 

① 公共施設用地における盛土その他の土地の形質の変更。ただし、宅地造成等工事規制区域

内の公共施設用地を宅地にするための盛土その他の土地の形質の変更については許可の

対象となります。 

② 鉱山保安法の基準で行われる特定施設の設置に係る工事 

③ 鉱業法の認可を受けた施業案の実施に係る工事（鉱物の採取） 

④ 採石法の認可を受けた採取計画に係る工事（岩石の採取） 

⑤ 砂利採取法の認可を受けた採取計画に係る工事（砂利の採取） 

⑥ 土地改良法による土地改良事業及び国、県又は市が定める土地改良事業計画設計基準等

の技術基準に基づき施行される土地改良事業と同等の工事（農業用用排水施設の新設等）。

ただし、国、県又は市が定める技術基準によらず、ほ場の大区画化や均平、田畑転換、農

業用施設用地の整備等に係る工事を施行する場合は、規制対象となります。 

⑦ 火薬類取締法により火薬類製造施設の周囲に設置する土堤等の工事 

⑧ 家畜伝染病予防法による家畜の死体等の埋却 

⑨ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律による廃棄物の処分等 

⑩ 土壌汚染対策法による汚染土壌の搬出又は処理等 

⑪ 「平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故によ

り放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」による廃棄物

又は除去土壌の保管若しくは処分 

⑫ 森林の施業を実施するために必要な作業路網の整備に関する工事 

⑬ 国、地方公共団体又は以下の法人が非常災害のために必要な応急措置として行う工事 

ア) 地方住宅供給公社 

イ) 土地開発公社 

ウ) 日本下水道事業団 

エ) 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

オ) 独立行政法人水資源機構 

カ) 独立行政法人都市再生機構 

⑭ 高さ２ｍ以下であって、盛土又は切土をする厚さが 30 ㎝を超えない切土又は盛土 

⑮ 農地及び採草放牧地における通常の生産活動並びにほ場管理の一環として行われる以下

の行為 

ア) 実施前後の土地の地盤面の標高差が 30cm を超えない耕起、代かき、整地、畝立、け

い畔の新設、補修及び除去、表土の補充 

イ) 暗きょ排水の新設及び改修等 
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